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序文

発展途上国における労働ストレスを扱った本冊子は、‘Protecting Worker’s
Health series’の一部であり、これは、世界保健機関の労働保健部会によっ

て発行されたものである。我々は、労働衛生に関する WHO 協力センターであ
り、かつ、その推進する世界的労働計画の一環としてこの小冊子を著述してく

ださった TNO（オランダ応用科学研究所）に感謝申し上げる。

本冊子の発行目的は、発展途上国において、職務に関連したストレスを雇用者

と労働者代表の意識に挙げることである。

グローバリゼーションの流れと、仕事の性質の変化という二つの特徴を有する

現代社会の発展に伴ない、労働ストレスは、発展途上国においても、重要な懸

案事項となって来ている。

早期の段階における労働ストレスに関する認識の向上が、何よりも重要なこと

である。なぜなら、労働ストレスは発展途上国そして、先進国においてもまた、

解決されるにはほど遠い問題であるからである。

この小冊子が主眼としているのは発展途上国を対象としているが、職務に関連

したストレスという問題は、移行期にある国々（例えばロシアなど）において

も、また顕著な問題である、そこでは人びとが、急速、そして劇的な環境や社

会の変化にさらされており、労働者の適応力や、伝統的な価値の転覆、職業に

関する健康体系、そして一般に貧しい就業状態の再方向付けといったものへの

要求が高まっている。伝統的には、労働健康及び安全への第一歩は化学的、生

物学的、物理学的な暴露ということに関することであり、その一方で、職業に

おける心理学的なリスクは未だ大方無視されがちであり、それらのリスク原因

や結果は、発展途上国の状況においても、いまだ不十分にしか理解されていな

い。

労働条件と（物理的な）就業環境との間の最近の区分のために、労働健康およ

び安全の専門家たちの多くは、職場の心理社会的リスク問題を理解同定するこ

とがより困難となっている。
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第一章

問題提起

労働ストレスは、肉体面、情動面、経験的な事実認識にもとづいた面と、行動

にみられる反応といった、職業内容、職場の組織、職場環境からなる、いくつ

かの極めて複雑な様相を呈する。職業に労働ストレスを経験した場合、かれら

はしばしば緊張や苦痛を感じ、自分たちがそれに旨く対処できないということ

を経験する。グローバリゼーションの流れと業務のあり方の変化のために、発

展途上国の人びとは、労働ストレスの高まりに対処せざるを得ない。先進国の

人びとは、労働ストレスに順応し、それに対処するすべをより身につけるが（参

照　WHO,2005;WHO,2003）、しかしながら、発展途上国においては、これはま
だ厄介な問題である。特にラテンアメリカにおいては、文化や、行動面での差

異が国々によって多岐に渡っており、それに対する十分深い分析がなされてい

るとはいまだに言い難い。他のよりよく認識されている職業上の危険の制御の

困難さに気を取られて、労働ストレスの認識や、それを処理する為の資源が不

足していることはなおざりとされている。

発展途上国での労働ストレスを取り扱う際には、文化的な側面にも注意を向け

る必要がある。例えば、超自然的なものや宗教にまつわるものについてであり、

その次ぎにくることとして、その共同体の儀式的行事があげられ、それらのこ

との方がお金や地位を得る事より重要なことがしばしばあるのだ。女性の労働

者に関して、彼女らが家族の世話をするための経済的分野における正規の社会

的資源ということなら通常入手可能である。しかしながら、日常生活の必要を

満たす為の計画やその実行といった面、例えば請求書に対する支払いをする為

に、郵便、電話、インターネットといった科学技術の最新の資源を用いるとい

うことになると大部分の発展途上国が追いついているとは言い難い。これらの

サービスが存在している数少ない国々においてさえも、働いている人の大部分

は、それらに近づく手段をもたないのである。それゆえ、日常の決まりきった

仕事に時間を費やされ、消耗させられてしまうようなことが起こり得るのであ

る。
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多くの発展途上国において、発展の段階は、資源や収入、職業の面において都

市部と農村部の間に大きな格差を生じることになる。

グローバリゼーションと、発展途上国と通商協定、世界銀行の間での通商協定

などにより、農業活動における資本投下の減退を招いている。その結果、都市

部およびその近郊部での労働人口の中で、産業やサービス業への就業機会が、

人口の増と共に莫大な数に昇っている。

その一方で、グローバリゼーションの過程として規制の撤廃が求められており、

それによって。労働者の権利の保証は、特に健康面や退職後の優遇に関しては

失業面での安全ともども、ないがしろにされていく傾向に有る。その結果とし

て、失業者や、正規ではない臨時雇用者が増加し、低賃金の仕事を余儀なく

させられている。

その上、このような状況下では労働団体と会社の力関係もしばしば不平等に傾

いてしまう。そればかりか、発展途上国では個人における認知や属性、行動の

決定に個人のおかれている状況そのものが大きな影響を及ぼす。すなわち、原

因と結果が外的な状況によって決定されるものだと容易に信じられているのだ。

そのような文化的な側面が、人びとのよい仕事とは一体どういうものなのか、

という考えに影響を与える。だから、権力者の言い分を承諾するか、仕事を失

うかのどちらかしか選択がなくなった場合、雇用者の買い手市場であることを

知ってるが故に、労働者は低水準の労働条件をしばしば受け入れてしまうので

ある。

発展途上国の労働人口の大部分は自営業者であり、小さな会社か家内工業に従

事している。彼らは経済の非公式な分野に属する。これらの会社や個人では、

そこの雇用者たち、あるいは自分たち自身を労働ストレスから守、為の財源や

社会的基盤整備が往々にして欠如しており、そして、そこで働く労働者たちの

団体は、情報の普及や助力といった観点からすると、それらを入手するのはい

ずれも難しい。更に、いかなる規模の会社においても、心理的リスクと労働ス

トレスの間の解決における指針が芽生え育まれていないことが、これらの問題

点を効果的に取り扱う戦略の導入を困難にしている。労働保健に携わる公的機

関の守備範囲が不十分なことによって、状況はいっそう悪化している。WHOは
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世界的に発展途上国では５-10 %の労働者のみが、そして先進国では（いくつか
の例外はあるが）20-50%の労働者が適切な労働保健に携わる公的機関にコンタ
クトできていると見積もっている（WHO,2003）。しかし、労働に関連した心理

的な面での問題に関しては、労働保健に関わる公共機関が利用可能なところで

あっても、滅多に問題として取り上げられることがない。

発展途上国においては、たとえば、性的な不平等や、参加への道筋の乏しさ、

産業によって引き起こされる公害に対する環境管理の不十分さ、寄生虫症や感

染症、清潔状態、及び公衆衛生のお粗末さ、栄養状態の貧しさ、居住環境の悪

さといったものから全般的な貧困に至るまで、労働ストレスの要因は仕事を取

り巻くの環境の中の多岐に渡っている為に、更に事態が悪化している事が往々

にしてある。グローバリゼーションによる産業関係の自由化、労働の組織化に

おける新しい方式の導入などにより、失業者や、不完全就業、不完全な就業状

態という大きな問題が押し寄せて来ている。グローバリゼーションは、不平等

の拡大へと導き、世界の多くの地域で、社会的に重要な局面を優先させ難くし

ている。

序文に述べた様に、この小冊子の目的とするところは、発展途上国の雇用者お

よび労働者の代表者の労働ストレスに対する認識を高める事にある。労働スト

レスは、現代社会において重要な課題であり、かつ、顕著な二つの事象、すな

わち、グローバリゼーションと仕事の室の変化とにより引き起こされ増大して

行くことが懸念される問題解決のために刊行されたものである。

この小冊子の焦点は：

・ グローバリゼーションの過程および、仕事の質の変化がもたらした影響

・ 労働ストレスの定義とモデル

・ 労働ストレスにどのように対応するか、そして

・ 利害関係者（雇用者及び非雇用者）に行動を起こす可能性を熟慮してもら

うことである。
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第二章

グローバリゼーションおよび仕事の性質の変化の影響

グローバリゼーションは「世界を一塊とした経済活動の増大であり、その結果

として貿易の規制撤廃と資本や物資、サービスといったものが国境を越えて移

動する際の障壁の消滅」として定義される（Rananen,2000）。

グローバリゼーションの結果を一つの国家単位あるいは全世界的な見地から見

ると以下のようになる；

国際的なレベルでは；

・ 国際的な経済取引の増大

・ 外国からの投下資本の増大、そして

・ 国際的な貿易の増大ー保険や銀行の分野、製造業、例えば原油や原材料の

生産といったものを扱う巨大多国籍企業が、このグローバリゼーションの

　 過程の鍵を握るものとなっている。

一国のレベルでは；

・ 国際的な経済取引の増大

・ 外部調達の動きがより小さな分野にまで及ぶ

・ 仕事の組織化により融通性がより高くなる

・産業間の関係がより柔軟なものになる（特に契約締結に関して）

「グローバリゼーションによって。世界の多くの地域で、社会的な次元の優先

性が低下し、不平等が増大して来ている。」（ランタネン、2000）。別の言葉で

言えば、グローバリゼーションと規制撤廃とが、結果として貧富の差を拡大し、

そして、普通の労働者を弾き出し、社会の片隅に追いやることであり、これは

発展途上国で特に著しい。
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理屈の上では、グローバリゼーションは、発展途上国の低収入な労働者により

多くの職を提供する方向へと向かうはずである。そして、この働き口は回り回

って、その国の国際的な収入として戻ってくる。そうやってお金が回ることに

よって、保健サービスや社会保障、訓練や教育、研究、文化的サービスその他

もろもろの国家の活動の財源が確保されるのである。しかしながら、労働者市

場の細分化や契約の融通化、職の不安定さの増大、労働効率の高まり、長く不

規則な労働時間、仕事の内容や過程に対する低いコントロール、低賃金、新旧

の産業や技術が同時進行することに伴う新たな職業的危険という仕事の内容の

変化に伴わない処理せねばならぬ難題に発展途上国は直面しているのである。

現代の労働環境はまた、急速な科学的および技術的進歩によって常に変化して

いる。それゆえに、生産体制の急速な変化が生じている。このことは労働者が

以下の事に対処せねばならない事を意味している：

・ 新しい能力を習得する要請が高まっている

・ 新しい働き方に適応することが必要とされている

・ より高い生産性へと要求されることの圧力

・ 仕事の質を高める事の要求

・ 時間のプレッシャーと仕事のあわただしさの増大

・ 仕事の不安定性の増大と利益の減少

・ 労働者間の共有時間の減少と社会化の為の時間の減少

いくつかの高度な労働要求の結果、仕事をコントロールすることが困難となり、

労働者同士の支えも乏しくなっていることに関しては、次の BOX に示してい

るとおりである。
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　BOX1：
　労働ストレスと健康に関するリスク

：ストレスはどの様に悪影響を及ぼすのか？

　幾つかの調査所見：

　職業的な要求の高まりで、ノイローゼが     リスク7倍　情動面に対して
　引き起される可能性（Hautmanら、1998）

　労働者同士の支えが乏しいことが　　　　   リスク2倍　肩頸部に対して
　肩に障害を引き起こしうる可能性

　(Ariensら2001;Hoogendoornら2000)

　労働のコントロールが低下で　　　　　     リスク2倍　心血管系に対して
　引き起こされ得る死亡率（Kivimäkiら,2002）

　高い緊張状態がもたらし得る致死率  　　   リスク3倍　高血圧に対して
（Belikら2004）

（高い要求—低いコントロール）
　KarasekとTheorell,1990 　　　

これらの様々な世界的そして地域的なレベルでの変化が要求するものが増加し、

その問題となる労働者数も増大している。労働者がこれらの要求を処理しきれ

ない場合には、職務に労働ストレスが生じることになる。ストレスが持続する

か、反復して起これば、様々な有害影響を労働者やその会社に引き起し得る。

・労働者に対する影響；職業に関連したストレスは労働者たちの認識力や 　

　行動に対するのと同じ様に心理的そして肉体的な健康状態に作用する様々な

　問題を引き起す可能性がある。誰でも、精神身体的そして組織的な危険を、

精神面の健康と別個に考えるような過ちを犯してはならない(COX,1993)。精神

健康面においては疾患が存在しないとしても、骨格筋系、心血管系の問題が結

果として、就労能の低下や死という帰結を招くことがあり得る。
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・ 労働者が所属する会社への影響：労働ストレスは休職や職員の入れ替えに

関連した必要経費が原因となって、会社組織の運営に響くことがありうるし、

それによって、会社の運営や生産性を減じさせる。更に、安全でない業務の

やり方や、事故の発生率が増すことによって、得意先／顧客からの苦情が高

まり、かつ休職した労働者の交替や、代わりとなる労働者の訓練等の作業も

増加して行くことになる。

我々は、発展途上国および、先進国における労働ストレスの原因と結果に関し

ての調査及び分析の結果を文書の形で証拠として提出可能だが、労働ストレス

の解決には未だほど遠い状況である。開発途上国に関して入手できるデータは

ほとんど無い。しかしながら、ロシアのような‘過渡期の国家’においては、

いわゆる‘伝統的な’危険要因（科学的、生物学的、物理学的なもの）に変化

が生じ、その結果として労働ストレスが増大している（Kuzmmina ら、2001）。

有機溶媒への暴露は直接的に脳へ影響を与え、肉体的な影響を人間におこす可

能性もあるが、その臭気の不快感や暴露への恐怖によっても脅威となりうる

(Levi,1981)。精神的な危険同様に肉体的な危険も精神薬理的な問題同様に心身

互いに関連するメカニズムを介して、健康に影響を及ぼし得る（Levi,1984）。
前述のごとくに、発展途上国に関しては、‘過渡期の国家’と同様、大部分に

おいて生じた事態との関連性が認知されていなかったり、その機序の解明が明

らかでいない為に、労働ストレスについての非特異的な国際的データが入手で

きない事が往々にしてある。分析をまだ行っていない全世界的なデータを次に

添付する（BOX２参照）が、いずれも、重要かつこれからの解決すべき目標で

ある。
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　BOX2：
　発展途上国および先進国での職業と健康に関する統計

・ 世界の労働人口の約 75%は（それは約 24億人にのぼる）は発展途上国

　で生活し、かつ働いている。

・ 先進国の 20-50%の労働者は危険物の暴露に晒されやすい状況に有ると

　考えられ、そして過渡期及び発展途上国ではその危険はより高いであろう

　と予想される。

・ 先進国の労働者の 50%が自分たちの仕事は“精神的に大変過酷な要求を
　するものである”と判断している。

・ 毎年1億2000万件の職業上の事故による障害が生じており、うち20万件は
死亡を伴う、そして6800万-1億5700万件の職業病が世界の労働者の中に存在
している。

・ 総労働人口の 80%以上は、小規模あるいは中規模の企業の一員である。
　発展途上国においては、さらに多いそして、多岐にわたる労働力

　が非公式な分野に就労している、見受けられる。小規模あるいは中規模

　の企業も一部においては、非公的な分野と同様に、職業上の健康や安全に

　関するサービス、その他の援助を得られる術が乏しいことが、往々にして

　ある。

・ 労働に起因する不良な健康状態と労働能力の減退が一国の国民総生産の

　１０－２０％の経済的損失の原因となっている可能性がある。

　世界的には職業に関連した死亡、疾病、および、不健康な状態による喪失

　は国内総生産の４％に昇る。

　出典：http://www.who.int/occupational health/en/oehstrategy/pdf
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発展途上国の大部分では、調査研究に投下されている金額が大変少なく、まだ、

多くの問題が未解決のまま残されている；すなわち、このことが、適切なデー

タを生み出したり、職業変化の及ぼした影響の評価が乏しい主な原因として説

明される。しかしながら、いくつかの特別な横断的研究が実施されて来た。こ

れが、メキシコ、ブラジル、そして、コロンビアにおいての、職の不安定さ、

能力を超えた約束による拘束、仕事による不安、といったような不愉快な心理

社会的状態にさらされた群とさらされてない群の間における、心血管系の疾患

および高血圧の存在率の違いに関する重要な結果を示している。経済成長にあ

る分野、すなわちサービス業や非公式な経済活動といった分野の関係者たちに

焦点をあてた研究も幾つか存在する（ IOCH Conference of cardiovasculas
disease,2005）。これらのデータはラテンアメリカ諸国の大部分における高血圧

の罹患率と関係がある。高血圧および他の心血管系の有病率、及びそれらによ

る死亡率はラテンアメリカ諸国の大部分において成人の間で高いものがある。

これらの数字はこれらの国々で調査やコホート研究を通じてのみ、ストレスの

多い職場条件と関連づける事ができる。これまでは発展途上国における長期に

わたる研究は得ることができなかったが、メキシコのエルモシヨ市における職

務内容に関する質問表を含んだ研究（Cedillo and Grijalva,2005）により、高い緊

張を強いる職業における（高い職務要求—低いコントロール）有病率は、あら
ゆる経済分野において 2６％に達する事が報告された。このデータを用いてラ
テンアメリカにおける高い職務要求—低いコントロールの結果、これらの国々

において 2は 1から 32％の幅で高血圧を引き起していると推測される（人口寄
与リスク）。

先進国においては、人びとは労働ストレスが何なのか、それにどう対処するか

の知己機も増えているが（Iavicoli,S.et al 2004）、ヨーロッパ連合においては、
その問題は根深く、かつ高じているように思われる。しかしながら、発展途上

国のなかには、この問題に関する知識が欠落していて、労働ストレスの取り扱

いの重要性に気づいていない国々すらある。

例えば、ラテンアメリカにおいては、労働ストレスが、現代の職業生活におけ

る大きな流行病の一つであるとの認識がすでに存在している。そして、同時に
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たくさんの労働保健や安全の領域に関する専門家が、科学的、物理的、生物学

的暴露といったレベルを超えた“快適”に関与する良好な心理的環境や人間工

学について考えを巡らしている。この認識のもと、規制に焦点をあてた整備や、

事故に関係するような有害な状態のコントロールや、安全防備の確立、化学物

質や騒音の耐用能の再検討とが今なお取り組まれている。高速度での仕事、長

時間労働、安全性の低い業務などについての人間工学的及び心理的に有害な暴

露に焦点を当てた実践に関すす指針を制定したり開発したりする団体が、ラテ

ンアメリカ諸国においては、不幸な事に今のところ存在しない。

このことは、労働者の健康を守り、安全へのリスク規制の大部分が化学物質や

騒音、振動、熱や低温といったような、いわゆる‘伝統的’な職業健康、およ

び安全リスクに限定的な職業的暴露に対してのみ採用されていることを意味し

ている。その一方で、建物や、基盤整備の状態は事故の原因となりうるため、

大部分の国々において規制の対象に含まれている、



第三章

労働ストレスの定義

労働ストレスは労働者が自らの経験、技術、能力にそぐわない要求を突きつけ

られた場合における、反作用の表現会であり、彼らの能力がそれになんとか対

処しようとする挑戦の現れである。要求と環境や個人の資源のあいだに不均衡

と感じられる状態が存在する場合、その反作用として以下のようなものが含ま

れてくる。

・ 身体的反応（例えば、アドレナリンやコルチゾールといった、いわゆ

る‘ストレスホルモン’の分泌と伴に心拍数の増加、血圧の上昇、過呼

吸など）

・ 情動的反応（例えば神経質になったり、いらいらしたりなど）

・ 認識に関する反応（例えば注意散漫になったり、注意が行き届かなく

なったり、健忘しやすくなったりなど）

・ 行動面での反応（例えば、攻撃的になったり、衝動的な行動に出たり、

失敗を犯したりなど）

ストレス状態になった場合、人間は、往々にして緊張を感じ、不安となり、

注意が散漫になり、業務をなす効率が低下する（これ以上の詳細に関して

は、第四章参照）

ストレスは多くの違った状況で生じうるが、仕事上要求されることの処理が、

人びとの能力に脅威を感じさせるような状況になると、とりわけ強く生じる。

成功を収められる行動での不安と、不適切な行動によって生じる望ましくない

結果への恐れとが、憂慮や怒り、苦悶といった負の激しい情動を引きおこす。



そして、もし、支援や援助を支援や援助を得られなければ、ストレスの経験の

内容は一層ひどいものとなる。それゆえ、社会的孤立や、協力の欠如はストレ

スが長期化する危険を高め、同様に関与する望ましくない健康的に負の結果を

多くもたらし、事故の危険を増加させる。

　逆に言えば、労働というものは、支援をしてくれるような社会的関係を含め

た職場環境と伴に、個人の高い自己管理能力と、多様な対応能力といった、大

きな負担を強いるものであるが、肯定的な側面をとらえれば、労働者の幸福や

健康に寄与し得るものでもある。要求されるものが、能力や知識を超えている

状況にあり、かつその個人ないしは上司がそのことを見抜く事が出来ている場

合であれば、それを踏まえた上で、この状態を均衡のとれたものへと変化させ、

技能を身につけるような状況に持っていこうと試みる、意欲と動機を与え、か

つ雇用者と労働者あるいは労働者の代表者との間で討議を行い、具体的に行動

することを通じて、労働者の成長を遂げる好機である。

重要な事は、“健康とは単に疾患の無い状態と言うだけでは無く、肉体的そし

て精神的、社会的に良い状態にあることである”(WHO,1986)と同様に、健康
な職場環境とは単に有害な状態に無いだけでなく、ヘルスプロモーションを推

進する動きが存在している状態のことである。



第四章

労働ストレスのモデル

ストレスの形成過程はモデルに要約することが出来る、下記の説明図はストレ

スの原因、ストレス反応、ストレスの長期間における影響、及び個人の特性と、

長期間に渡るストレスによる影響、及びそれらの相互関係を図示している。

図１：労働ストレスの原因および結果の相互関連モデル

ストレス反応は職場で人びとが危険要因の暴露にあった場合に結果として生じ

てくる可能性がある。反応は情動的、行動的、認識面、そしてそれらに付随し

てあるいは単独で肉体的な性質を取って現れてくるものである。

ストレス反応がより長きに渡り持続した場合、その持続期間が長きに渡れば渡
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るほど、慢性の疲労や筋骨格系の問題、そして血管系の疾患といったような、

健康面におけるより不可逆的な結果へと進展する可能性がある。

個人の特性とは、人格、価値観、目標、性別、教育レベル、家庭の環境などを

包括し、これらの特性は、要求や圧力に正面から向かい合う事になった場合、

それを上手く処理するための、個々人の能力に影響を与え。これらの特徴は、

職場でのリスク因子と、それを悪化させたり、緩衝したりするそれ以外のもの

との間の相互作用を受け得ると言える。肉体的および精神的な特徴を作り上げ

ること、例えば身体を健康的なものとする運動の習慣や高次の楽観主義的傾向

は、ストレス反応や精神衛生上の問題が高じてくる場合において予めの備え、

あるいは緩衝材として働き得る。その一方で、もし労働者が劣悪な職場の状況

をコントロールすることが出来れば、彼らはより高い経験を積み、次にそれら

に対処せねばならなくなった際に、同様の状況に打ち勝つことに自信を持つこ

とだろう。また、別の見方としては、ストレス反応によって疲れてしまい、長

期にわたる健康問題が生じるに至った場合、そのことは往々にして人が適切な

行動する能力を削ぐこととなり、ストレス体験を増々高じさせるであろう。そ

して、結局疲労困憊し、衰弱して、燃え尽きてしまう結果になるだろう。

職場ならびに生活状況

実際に生きて行く上で、労働者たちは労働環境においては、労働者たちは家族

的（そして社会的）な状況にも対処しなければならないし、それらは互いに影

響し合っている違いない。

家族的、社会的責務に適切に向き合い、労働者の回復のための良質な時間を約

束するための源泉は、家族の問題を上手く処理するため、雇用者が示す展望や

理解同様に、読み書き能力の程度や、収入の程度、社会の基盤整備の程度、い

かなところであろうと享受できるその国の発達の程度にも懸かっている。その

一方で、職業の質もまた、その国が提供できる発達の程度に懸かっている。例

えば、発展途上の国々は、雇用創出のために、外国からの資本投下を期待する

のが一般的である。一方、先進諸国の方では、外国からの資本投下として、

あるいはそれによって新しい機械を購入するよりも少なくしか払わないですむ

ように、その国の投資者たちに売り渡すことによって、時代遅れの生産過程や



往々にして安全性の低い機械を発展途上国の方に移す傾向がある。

それゆえ、異なるレベルでの様々な要因がその前後関係の中において、労働や

生活の質を決定する際に重要となるのである。

職業や家庭の状況に加えて、地理的発達や雇用の程度によって反映される経済

状況、技術の発達法律的争点といったようなその他にも属してくる価値という

ものは、ノルマそして、文化的価値を反映しているだけでは無く、地域と国家

あるいは国家そのものの状態が定めている。個々人は組織化に影響を及ぼすか

もしれないが、組織はまた、地区ないしは国家のレベル、すなわち‘より高次

のレベル’いわゆる‘より低い’レベルよりもっと力のあるレベルにさえも、

影響を与えるかもしれない。この場合個人のレベルと言うのは、このヒエラル

キーにおける最下層のものである。

労働ストレスの原因

個人及び、組織の特性は、労働ストレスが高じて形をとってくるのに、役割を

果たしてはいるけれども、労働ストレスとは労働者と職業の状態の間の相互作

用の結果であるということに、大部分は同意するだろう。しかしながら、労働

者の特性と、職場の状態とのどちらがストレスの主たる原因なのかに関しては、

見解によって相違がある。これらの違いは重要である。なぜなら、それらによ

って、職場での示唆されるストレスの源が異なり、かつ予防へと導く道筋も異

なってくるからである。

ある見方をすれば、年齢、教育、経験、対処の仕方といったような労働者個人

の違いが、ある職の特殊性が、結果としてストレスになるかどうかを予測する

際に最も重要になると強調される。これらは個人の違いが、相補的な予防策を

要求することになる。すなわち個人に焦点を当て、職業の状態への要求を上手

く取り扱うやりかたのを促進する。

しかしながら、証拠に基づく有力な見解が、ある種の職業状態は殆どの人びと

に取ってストレスが多いものであると証明している。ストレスの多い労働状況



というのは、以下の精神的なリスクと関連している。すなわち、高すぎるある

いは低すぎる職業的欲求、早すぎる仕事の進行速度や時間の重圧、過剰な業務

や業務の行程を制御できないこと、同僚から共々、あるいは上司単独からの社

会的支援の欠如、差別的待遇、孤立、精神的嫌がらせ、決定をなす際に参加さ

せてもらえないこと、意思の伝達や、情報の流れが乏しいこと、職の安全性の

低さ、成長の機会が無いこと、昇級や昇進の無いこと。不規則な労働時間（と

くに交替業務性において）、不快なあるいは危険な状態にさらされること、そ

して、それらをなんら制御できないといったような精神的な危険と関与してい

るのである。ここにおいては、予防策というのは、労働状況を変化させること

や、職の内容を改めることに焦点が当てられる。

自営業、日雇い労働、非公式な分野での就労といった、小さな企業で雇用され

ている労働者においては、労働状態が一層劣悪なように見受けられる。彼らの

直面する危険は一般的に慢性的なものであり、長く継続する性質があり、この

ことが、健康に好ましくない結果をもたらすことが暗示される。さらに加えて、

限られた財源や、重い仕事量はストレスの多い職場状況にさらされること、更

に増悪するかもしれないし、家庭の生活への悪影響を及ぼすこともあるかも知

れない。

更に加えて、労働ストレスは、家庭と仕事との間の調節におけるバランスの悪

さの結果として生じて来ることもある。それは貧困と失業の危険性、貧しい生

活環境などが、いっぺんに重なるような場合には、とりわけ重篤な影響を与え

るだろう。このことは、性差が大きく、女性が、最近になってから、労働人口

として必要とされる国々においては、特に、女性に大きく降り掛かっていると

考えられる。職業における責任の数々は、病気の子供の介護や、年配の身内の

世話、家族や友人たちとのお金の絡むような約束事などといったような家族に

関する数々の責任と交絡することもあるだろう。階級レベルや部門を超えて、

職業と家庭の責任との間から溢出してくる影響は、女性労働者への、精神的な

重圧として、最も予測されることの一つと思われる（Cedillo and Scarone,2005）。

これらの問題は、仕事と生活のバランスを創造する防止策を請うものであるし、

そして他の権利を犯すこと無く、職業と家族への責任を共に果たすことを可能



にする為の規定の支援策に焦点を当てるものである。さらにまた、一般医およ

び産業医、他の関連ある専門家への接触のしやすさや、そしてまた、居住して

いる国の経済状況、国や地区の特別な法律や、もっと非公式な規制といったよ

うな間接的な要因が、労働ストレスの程度に影響を与えるだろう。

職場での女性たちが一般に男性よりも強くストレスに関係した問題を経験し、

かつ表現している(例えば Kauppinenら 2003、Giuffiridaら 2001)。労働ストレス
の原因は、先進国においても発展途上国同様に女性の方により頻繁で、かつ特

殊である。例えば；

1. 女性たちは家庭と職業と両方の役割を果たさねばならず、
　これらの役割の均衡をとるのが難しい。

2. 社会における性的役割、そして社会の期待に適合させる必要性とは独立した

役割の必要性

3. 職場における性的嫌がらせ、それは職場で主に女性に向けられる。
そして

4. .女性であることで差別待遇を受け低い賃金と高い職業的要求に
反映される

これらの職業における反作用な側面を傍らに置いておいたとしても、女性は

同居関係にある配偶者や内縁関係などにある家族から受ける家庭内暴力にさ

らされることが多い。ラテンアメリカの国々での発生率は平均して 30%

であり（pallito、2002）、これらによって仕事にも影響が及んでいる。そのこ
とは、家庭生活→職場への軋轢のように見えるけれども、同居関係にある配

偶者や内縁関係などにある家族から受ける家庭内暴力は、職業に関連した問

題であるとして取り上げられる。この為に組織レベルの介入策のいくつかを

作り出している職業政策の例もある (U.S 労働省、1996;OPS、2003)。

.

暴力と健康に関する WHO の報告書によると、（Krug、2002）過去１２ケ月間
で、パートナーからの暴行を経験したことのある女性の割合は、オーストラリ

ア、カナダ、アメリカ合衆国においては 3%かそれ以下、ニカラグアのレオン
では、パートナーがこれまでに存在したことのある全女性の 27%（それは継続



する性的パートナーシップをいまだかつて有したことの無い女性たちである）、

韓国では現在結婚している女性の 38%、ガザ地区の西岸のパレスチナ女性の現
在結婚している女性の 52%に達する。

これらの女性の多くにとり、肉体的暴力はそれのみが独立した出来事と言うわ

けではなく、虐待的な行為の一部として含まれている。メキシコのモントレー

での調査によると、肉体的暴行を受けている女性の 52%が、彼女たちのパート

ナーからであり、同時に性的暴行も受けていると報告している。これらのデー

タはさておいたとしても、WHO 報告は、貧困層の女性や少女たちが彼女たち
に課せられている仕事の過程の中において、例えば彼女たちが夜遅くに仕事か

ら自分だけで歩いて家に帰ってくるような場合や、彼女たち自身だけで野原で

働いている場合や薪を集めている際に、暮らし向きがもっといいような場合と

比べて、いかに多くレイプの危険にさらされているか、ということに関しても

報告している。

調査研究では、“人間の悲嘆と痛みの代価”はもちろんのことではあるが、計

算することなど出来ないものであると述べている。実際、その大部分は、ほと

んど目にすることが出来ないものである。けれども、一方で人工衛星の技術が、

ある種の暴力－テロリズム、戦争、暴動、市民不安といったようなものを－テ

レビの視聴者たちが日常の共通基盤として視聴することができるようになり、

家庭の外で生じている、ずっと多くの暴力を目にしている。これらの暴力は職

場で以外にも、人びとの面倒を見る為に整備された医療機関、社会的な機関に

おいても起こっている。犠牲者には、自分自身を防衛するにはあまりに幼すぎ

たり、弱すぎたり、病気であったりするものが多い。さもなければ、社会的し

きたりや、圧力に強制されるかたちで自分たちの経験に関して口を噤んでいる

のだ(Krug、2002；WHO、2003)。

暴力と健康を取り扱った世界保健報告書は、更にこのようなことを陳述してい

る。“1996 から 1997 の間にアメリカ大陸開発銀行は、ラテンアメリカの６ケ国
における、暴力の程度とその経済的衝撃に関する研究に対して資金提供を行っ

た。(Buvinic と Morrison,1999)”それらの各々の研究は、暴力の結果により無形

財産の喪失や資産の移動による喪失と同様に、健康管理サービスや法律の実施、

低所得者対象の低額法律サービスなどによって、どれだけの支出がなされたか



を調査した。暴力から生じた健康管理のために支出された費用は 1997 の国内
総生産（GDP）における割合においてブラジルの GDP の 1.9%、コロンビアの
5.0%、エルサルバドルの 4.3%、メキシコの 1.3%、ペルーの 1.5%、ベネズエラ

の 0.3%に昇ると明示された。(Krug、2002)

　BOX3：労働ストレスの原因；

  職業に関して
　・早い仕事のペース、時間の重圧

　・制御する術の欠如（仕事のペース、それ以外にも、肉体的危険など）

　・参加させてもらえることの少なさ

　・同僚や上司からの支援が、ほとんど得られないこと

　・上の方に出世する機会が殆ど無いこと

　・長い労働時間

　・低収入

　・性的なものと伴に、あるいは心理的な嫌がらせ

　職業と家庭との問題に関して

　・（両方の場での）責任同士、役割同士の軋轢、とりわけ女性にとって

　・家庭が職場であること

　・家族が職業に関連した危険にさらされること

　・同居関係にある害寓者や内縁関係などにある家族から受ける家庭内暴力

　　肉体的暴行、レイプ、

　・日常生活の営みの綜合的な管理計画の困難

　個人に関して

　・敵意のある競争

　・能力を超えた要求による拘束

　・自分自身への自信の欠如



労働ストレスの影響

労働者に対する影響：労働者が労働ストレスを経験した場合は、様々

な身体的、情動的、認識的、行動面での反応を導く



　

　BOX4
  ストレスに対する肉体反応：
　・心拍数の増加

　・血圧の上昇

　・筋緊張の高まり

　・発汗

　・アドレナリンの産生と分泌の上昇および

　・より頻回の浅い呼吸

　情動反応に含まれるであろうもの：

　・恐れ

　・いらつき

　・抑鬱気分

　・不安

　・怒りおよび

　・やる気の減退

　認識反応に含まれるであろうもの：
　・注意力の減退

　・狭い見解

　・健忘

　・効果的な思考力の低下

　・問題解決があまり出来なくなることおよび

　・学習能力の低下

　行動反応に含まれるであろうもの：

　・生産性の低下

　・喫煙量の増加

　・薬物の使用　および／ないし　アルコール摂取量の増加

　・失敗をおかすこと　および

　・疾病を報告してくること



ストレスにさらされて、それが減じることもなく、かつ長期に渡っ

て継続すると、労働者はストレスから回復するのに十分な時間を持

つことが出来ない。ストレスは最終的に精神的肉体的障害の原因と

なり、免疫系を障害し、結果として疾病を招き、休職を余儀なくし

たり、労働に障害をもたらす。

健康の低迷や疾病は労働者たちにとり、以下に表すようないくつか

の長期的なリスクがある：

・ 高血圧

・ 絞扼感の訴え

・ 燃え尽き症候群および、情動面障害

・ 鬱

・ 代謝障害（Ⅱ型糖尿病の危険）

・ 筋骨格系の障害

　BOX５：明らかに雇用者と企業に対して跳ね返って
　　　　　 降り掛かって来るであろう、負の結果

  持続的なストレスの多い職業状態に関与するもの：
　・休職の増加

　・遅刻の増加

　・人の交代の増加

　・生産性と作業能率の低下

　・成長率と収益の低下

　・職業と生産物の質の低下

　・安全性に乏しい職の実践と、事故率の増加

　・注文主／顧客からの苦情の増加

　・暴力事件の増加

　・労働疾患の増加、上記全ての事を介しての経費の嵩み



1鬱病は職業的ストレスと関与している（Terant ,2001;Roos & Sliuiter,2004）、
そして、鬱病の８％は広義の環境的要因、とりわけ職業ストレスに帰するもの

であった（Prüss-Ùstün,Corvalan,2006）
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第五章

労働ストレス: 段階的取り組み

何か一つの特殊な処方で労働ストレスを予防しようというのは不可能な話では

あるけれども、企業における、ストレス予防のための指針を提示することは可

能である。

職場で意欲的に働く健全な基本とは、労働者が動機を与えられていること、

業務を安全と感じること、そして自分たちの仕事を全体に渡って制御できて

いると考えることでがある。それゆえ、労働ストレスの予防は、重要な対策事

業であり、それには、段階的な過程が必要であると提案する。（WHO,2004 も

参照のこと）２：

１.労働ストレスの兆候を捉え
　　予備的行動を取る

図２：ストレス予防の各ステップ

３.行動計画を立案する

５.介入(複数の時も

　有り)

　 を評価する

２.危険要因を分析し
  リスク分類を行う

４.行動計画を実行するる
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２この件についての、更なる情報に関しては、‘Work Organization and

Stress’を参照のこと。この小冊子は WHO 労働衛生協力センターである、英

国、ノッティンガムにある保健機構、労働学会の Stavroula Leka、Amanda

Griffiths、Tom Cox らが記載しておりそれは、WHO の「働く人びとの健康を

守る」シリーズ（No.3）として出版されている。

（www.who.int/occupational health/publications/stress/en）

ステップ１：労働ストレスの兆候を捉え予備的行動を取る

ストレスに管理過程の最初のステップは、あらかじめストレスを予知して準備

することであり、その段階においては以下のような行動がとられる。

・ 安全管理の委員会付託及び、企業全体で組織そして、職場レベルにおける

労働ストレスを解決しようという取り組みに企業ぐるみで支援。結果の成功

の如何に関わらず、絶対に必要な対策である。

・ 労働ストレスへの認知の向上ー雇用者と同様に労働者も労働ストレスとは

どういうものなのか（原因、結果、要する出費、解決法）を正確に理解

　することが重要である。このことは、認識を高めるキャンペーンを啓発する

　印刷された情報や口頭での情報を介してなされるだろう。

・ 家族や共同体の支援が重要であり、とりわけ発展途上国においては、労働

ストレスを処理する過程、特に職業と過程の相関作用に注意が向けられる。

・ 会社では労働ストレスの兆候の証拠が集められる。同様のあるいは標準化

された取り組み方によって労働者たちの異なる職務のグループの間において

比較されるようになるだろう。

・ 労働安全や衛生の共同委員会が存在する場合には、必ず、そのメンバーも

　参加させる。これらの委員会はラテンアメリカ諸国の大部分において法的

　に義務づけられているし、ラテンアメリカ諸国の幾つかの国が署名している

　ILO155国際協定にも含まれている。これらの委員会は公的な権力の有る

　機関とはされていないけれども、そうなることを望んでおり、それらの委員

　会の大部分は国家的な保健と安全の法規を承知している。しかしながら、

　職場における有害な社会心理的要因については、何にも、あるいは極わずか
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しか知らない。これら団体が情報を得られる様になれば、労働者やその

　代表者たちがこれらのリスク要因について認知するようになるための助けと

　なるだろう。

・ 労働者の参加及び関与は、ストレス対処過程のあらゆる段階において、

　欠くことのできないものである。労働者のみが自分自身の職場の最前の

　状態を知っているのだ。

・前述の BOX５において列記した一つないしそれ以上の項目に関して

　目標期限を設定する。

ステップ２：危険要因を分析しリスク分類を行う

この相においては、状況のより詳細な分析が行われる。

労働者の個人の特性や労働状態に関して新しい情報を、攫むことができるよう

になり、それによって、労働ストレスおよび労働者のリスクを同定できるよう

になる。これらの情報を収集するのに用いることの出来るいくつかの方法が有

る（例えば、質問紙を用いるとか、チェックリストの使用、インタビュー、欠

席した数を調べるなど）。BOX６にある例のような質問表は労働ストレスの原

因となるかもしれない労働条件を洞察するのに用いることが出来る。さらに職

務、職場や周辺環境に特異的な追加質問により、それは完全なものとなるだろ

う。

BOX６：労働者への質問表

　　労働ストレスの原因調査法

職務内容と環境条件：

あなたは適切に仕事を成し遂げる十分

な時間がありますか？

　はい、常に いいえないし時に

あなたは仕事中肉体的に好ましくない

状況に晒されていませんか？

（例えば、不快な気候、騒音、放射線、

　化学物質、鋭利なあるいは運動する

　はい、常に いいえないし時に
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物体、滑りやすい表面、単純な繰り返

し作業の継続、重いものの挙上、困難

な仕事）

参加および制御：

あなたは自分の仕事のやり方、ペース、

そして指示をもあるいは指示は選択で

きますか？

　はい、常に いいえないし時に

あなたは自分がいつ休息を取るか決め

ることが出来ますか？

　はい、常に いいえないし時に

あなた方針決定をする際参加していま

す？

　はい、常に いいえないし時に

仕事に関し討議する会合は定期的に

施行されていますか？

　はい、常に いいえないし時に

仕事における不快な肉体的重圧を改善

できますか？

　はい、常に いいえないし時に

人間関係：

あなたは同僚および上司あるいはその

どちらかからの支援を受けています

か？

　はい、常に いいえないし時に

あなたは仕事中、他の人から隔離され

ていますか？

　はい、常に いいえないし時に

あなたは、例えば、あなたの人種、性

別、民族的出自、障害などの為に異な

った扱いを受けていますか？

　はい、常に いいえないし時に

あなたは、お客や来訪者、患者、ない

しは公的な機関の役員からの暴力を経

験していますか？

　はい、常に いいえないし時に

昇進および職の保全：

あなたは出世に関して、よい展望をも

っていますか？

　はい、常に いいえないし時に

あなたは、職に関する技術や知識を高

めることができますか？

　はい、常に いいえないし時に
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あなたの職の保全は良好ですか？ 　はい、常に いいえないし時に

次の数年の間も、あなたは今の雇用社

と伴に現在の職に居そうですか？

　はい、常に いいえないし時に

労働時間：

あなたは長時間働いていますか？ 　はい、常に いいえないし時に

あなたは夜、深夜、そして／ないしは

週末（交替勤務）まで、働いています

か？

　はい、常に いいえないし時に

あなたは不規則な時間で働いています

か？

　はい、常に いいえないし時に

職場での役割および情報：

一般的に言ってあなたが果たさねばな

らない職務はあなたにとって、明確な

ものですか？

　はい、常に いいえないし時に

あなたは、課されている職務／役割に

葛藤がありますか？

　はい、常に いいえないし時に

あなたは、業務を適切に施行するのに

十分な情報提供を受けていますか？

　はい、常に いいえないし時に

あなたはあなたのすることに対する反

応を受けていますか？

　はい、常に いいえないし時に

収入： 　はい、常に いいえないし時に

あなたの収入はあなたと貴方の家族を

支えるに十分ですか？

　はい、常に いいえないし時に

職場と家庭の関係：

あなたの職業と家庭での責任ないしは

寛ぎの時の兼ね合いはついています

か？

　はい、常に いいえないし時に

あなたの家庭もまた、労働の場所です

か？

　はい、常に いいえないし時に

「はい」と答えた方にお聞きします：

あなたの家族たちは肉体的に不快な労

働状況（問い２参照）からは守られて

いますか？

　はい、常に いいえないし時に
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働状況（問い２参照）からは守られて

いますか？

あなたの家庭は仕事に取って適切な場

所だと考えますか？

　はい、常に いいえないし時に

労働ストレス源と、危険な状態にある労働者が同定された場合には、ステップ

１に据えられる到達目標は更に特定されるであろう。

ステップ２：行動計画の設計

a) 解決のためにいずれの行動を取るかは、ステップ２において同定される

　ような労働ストレスの原因を解決する可能性のある解決策の目録を確立する

　ことによって、労働ストレスを減じさせるであろう解決策がどちらであるか

　を決定する。この行動の為には、下記に記載しているような BOX７の労働

　ストレスを予防するための例を参照する。

b) これには、さまざまな行動の優先順位を計画するという、どの行動に、誰

が責任を持つのか明らかにするといったことが後に続かねばならず、タイ

ムリミットの決定のもとで（例えば 3-6ヶ月）、また到達目標をステップ１

により確認することで、更新して行かねばならない。

枠７：労働ストレスを予防する為の行動の例

問題点： 取りうる行動：

課せられる業務の多さ：  同僚間での業務の再分配

 業務／労役の優先順位付け

 訓練コースの提供（例えばストレスや時間の

管理）

単調かつ決まりきった業

務：

 1労働者が業務のペースを幾分か制御でき得る

　　点を確認する

 十分な休息のあることを確認する
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 仕事を交代制にする（ある一定の数の異なる

業務を通常の交代の計画に従って移動する）

 仕事の拡大（同様の困難さの業務を更に加え

る）

 仕事の質の向上（困難な業務を更に加える）

 必要な点について、追加の訓練や教育を提供

職場の肉体的危険  危険をもたらしそうな機器は交換する、或は、

危険のより少なくなる他のものを編み出す

 危険の原因を遮蔽する（騒音あるいはその他）

 これらの危険への暴露による負の効果に関し

て労働者に情報を提供する

 労働者に個人的な防護装置を提供する

葛藤もしくは不明瞭業務

ないし役割：

 要求も適切で明確なものとすると同時に、職

務内容記載も明確に行う

職務に対する職業体験の

不十分さ：

 必要とされる点に合致した訓練を提供する

 個々人向けの仕事に関するよき指導者を任命

する

 同僚からの援助の申し出や、励ましというか

たちでの力添え

 比較的困難な業務はもっと経験を積んている

同僚に託す

管理者および同僚あるい

はその何れかからの社会

的支援の欠如：

 管理者に労働者を如何に遇するかを学ぶ為の

訓練を提供する

 チームの団結を作り上げる為の定例の活動を

手配する（仕事の後の夕食会、チームでの周

遊もしくはその他の社会的活動）

 昼食やコーヒーブレイクを伴にする

 チームワークを奨励したり、それに報いたり

する

 職場の問題を討論し解決（伴に）できるよう

な定期的な会合を取り決める

職場と家庭との関係：  子供の面倒をみるための施設に支援を行った

りそれを設置する
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りそれを設置する

 一時雇用とパートタイムの就労あるいはその

何れかといったような融通の効く就労時間

 電話での勤務／家庭での就労

 子供の面倒を見ることに加えて、労働者にと

っての、家庭的に必要な事項を列記させる

 必要とあらば労働者の交通費を支給する

行動および解決策は以下にあげるような組織化に関する社風および仕事の編成

に第一に焦点を当てなければならない：

 労働者間での職・業務の再配分

 仕事を交代制にする（ある一定の数の異なる業務を通常の交代の計画に従

って移動する）

 仕事の拡大（同様の困難さの業務を更に加える）

 仕事の質の向上（困難な業務を更に加える）

 管理能力の改善（例えば管理技術の訓練によって）

 職場の人間工学的な改善３

 勤務スケジュールそして労働及び休憩時間の改善（例えば、時間内におい

て交代のローテーションは後にもうけるより前にもってくるほうが保健的

に見て後々か好ましい）

 職場において直接労働者たちが相談する専門委員会を整備する

 グループの労働者の間、あるいは依頼人と労働者との間、それに労働者と

上司との間の意思伝達を向上させる

 職務内容記載や業務課題は明確にしておく、

　　そして職の昇進の規定や方針も明確にする

注：これらの取り組みの有利な点は職業環境におけるストレスの原因に直接

　対処することであり、そのことは企業の全要員に有益な効果を持つであろう。

労働ストレスを解決したり、予防したり、減少させたりする為の活動には以下

のような過程の教育や訓練の改善を経て、労働者個人の能力や技術、そして上
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手く対処する力量を改善することも含まれるだろう：

 時間のやりくり

 攻撃的なお客たちへの対処

 重い道具の挙上

 適切な機械や器具の使用

 ストレスへの対処そして強く振る舞うことの訓練

 家族、共同体、宗教そして霊的なものからの支援を探ること

注：個人に焦点を当てた取り組みは働いている場所に主な原因が存在している

場合には二つの不都合が有る

１. このストレス兆候におけるこの有益な効果はしばしば短い；

２. 職場環境におけるストレスの重要な原因が無視され、労働ストレスが持続

することになる。

３この項目に関して更なる情報を求める場合、我々は‘職場での筋骨格系の障

害の予防’という小冊子を参照にしている。

この小冊子はドルトムント総合大学職業生理学協会および WHO の共同研究施

設である産業衛生センターの Alwin Luttman、Mtthias Jäger、Baebara

Griefahn らが執筆しており、WHO の「働く人びとの健康を守る」シリーズ

（No.5）と

して出版されている。

（www.who.int/occupational health/publications/mudcdusorders/）

一般的なルールに沿えば、労働ストレスを予防する為の組織的戦略が最優先さ

れるべきである。しかしながら、労働状態を改善しようとする最も念入りな努

力を払ったとしても、全ての労働者のストレスを完全に消しされるわけではな

い。こういう理由によって、組織的あるいは、職務団体的なやりかたに焦点を

当て続けるのと比して、組織的なものと個人的な取り組みの組み合わせが、労

働ストレスを予防する方法として最も有用になることがしばしばなのである。

労働衛生サービスや、心理療法の専門家、専門的判断を下す関与する事項の専

門家をもし利用することが可能であるならば、予防法ないしは介入に関して雇

用者は助言をえることができるだろうし、そのことは、危険な状況を同定する
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のに、最もよい道しるべとなるだろう。

ステップ４：行動計画の実行

計画段階へ入る前に、行動計画をどのように実行するか、そしての労働者同様

に、組織内の異なる同僚ないしは組織外部の人びとも如何に参加可能にするか

を検討することが重要である。

労働者に情報を開示し、起こりうる変革にかれらを参与させることは、

最も重要なことである。かれらは誰がこの変化の過程に参与すべきなのか知る

必要が有る。労働者の参加は、自分たちの仕事について最前の理解をし、かつ、

どの様にそれを向上させるかに関してのアイディアを往々にして有しているも

のたちが参加するということであり、極めてに重要なことである。労働者の参

加を通じてのみ、組織における変化に対するいかなる激しい抵抗も弱められる

ことであろう。時として、組織外の人びとも変化の過程に参加し得る。

　BOX７：事例研究

ヴェトナムの二つの市の中規模企業における労働ストレスの

減少を目的とした介入の成功例

（1999年、WHO／WPROからの例）

WHOの支援により健康な職場計画が1998-1999年にベトナムにおいて始め

られた。この計画は（WHOの）健康都市計画を通じて紹介され、べトナムの

二つの市の小規模から中規模の組織を対象に行われた。

最初のステップとして、地方の組織委員会が確立された。社会問題を担当する

部局、健康に関する部局、商業、産業の役所、職能別の組合、女性団体など多

くの機関が異なるレベルごとに参加した。計画の方向付けとして、その計画の

舵を取る団体は職場の健康に関する三日間の講習会に参加し、そして、機関の

代表者や職場の全職員は二つの訓練コースによって、彼らが計画を運営してい
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くにあたっての教えを受け備ができるように指導された。一つのコースでは、

多くの専門分野にわたる管理者たちに対して、異なるレベルごとの、安全と

健康に関する規定と、職場における健康に対する危険要素の分析との紹介が施

行された。二つ目のコースでは、労働者の代表者たちと所有者たちに労働状態

の改善のための原則的な備えをさせた。

引き続いて、健康の維持と増進に関しての労働者の必要性を分析する為の調査

が施行された。この調査は多岐にわたる健康および安全に関する不平を覆いき

れてはおらず、存在した健康介入の数も限られたものだった。

調査の結果に基づいて、包括的な健康的な仕事の行動計画が編み出され、労働

条件の改善や、健康調査や健康的な生活習慣の営みを含め、参加した組織で実

施された。参加した職場の間において、実際的な１００の規準を元に、高い達

成を後押しすべく、競争による賞が設立された。小さな事業所の支配人は、最

初は、プログラムについて否定的であるかもしれないけれど、その利益を目に

した後には、かれらは支援してくれる様になるであろう。そのプログラムは、

結果として、参加した組織とともに、よりリラックスした労働状態を含め、職

場の社風を変化させる。労働者はまた、物理的な労働環境の改善や様々な主題

にもとづいた健康に関する情報を受け取ることにより、便益を得るであろう。

費用と便益の分析によって、管理者によってなされた、あらゆる健康および安

全への投資による生産性の向上にまつわる経済的な利益が明らかになるだろ

う。

BOX８：事例研究

メキシコにおける指導者養成計画

ILO（国際労働機関による労働安全プログラム）とメキシコにおける主要な労

働組合のひとつであるCTMとによる三年間の共同作業によって ‘指導者養成

計画’が開始された。労働ストレスの章を含め、これらは労働団体のうちの幾

つかによって手本とされ、これらの素材をもとに、自分たち自身のスライドや

小冊子を作成した。この資料によって、この問題に対する労働者他意の状態把
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握は高められることだろう。

ステップ５:具体的な介入の評価

労働ストレスの予防計画を評価すること、および、実行の過程が望まれた効果

を産むのに成功したか否かを裁定することは欠くことができないステップであ

る。下記にあげた質問はこの過程を必ずや導いてくれるであろう。

a) 目標には到達して来たか？

労働ストレス状況の再評価および再分析をするという目標は絶えず

   必要である。これは、例えば、健康関連問題ないしは、常習的欠勤を

　　減じるといった様な、前もって定めておいた目標にどうやって到達するか

  といったことである（ステップ１及び２）。

b) 行動計画は、不測な影響をもたらして来たか？

ある行動計画によってある特定の職務負担の職業的負担を軽減しようと試

みたのに、これが、他の集団の職務負担を増加させてしまうという予期せ

ぬ他の効果をもたらしてしまうということがあり得る。

c) 行動計画の経済的費用および利益はいかばかりか？

労働ストレスを減じるための解決策は必然的に費用を伴うであろう。

しかしながら、そのような手段は、長い眼で見れば。労働者と企業に利益

をもたらすだろう（BOX５参照）。それゆえ、導入された手段とその短期的

費用、および長期的な利益とを念入りに評価することはたいへん有益であ

る。

　

d) 介入に参与した人びとは、彼らの新しい取り決めないしは業務のやり方に

満足しているか？

　　労働者たちに直接尋ねるかあるいは質問紙を回覧させることによって、

　　新しい状況を分析する。そして、それらによって得ることので来たものの 　

　　数字や結果を以前と比較する（２７—３０ページの BOX６の質問表を
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参照）

その評価を用いることで、改善をもたらし、労働ストレスを制御するための更

なる行動を取る為の解決策が必要かどうか決定することが出来るようになるだ

ろう。そしてその結果は、行動計画の見直し、改善の方向に導いて行くに違い

ない。

　 

二つの段階において評価を実施することが推奨される：

１. 実行過程は成功であったと言えるのか否か、そしてその計画の短期的な効

果が 何かあったのかどうかを判定する為に、行動計画が実行された後、直

ちに評価をすることが出来る（約三ヶ月後）。

２. 長期間が経過した後に（約１~２年後）もしその計画が目的とした所に到

達したのであれば、そのプログラムの実施を通じて、減少した費用、および

組織的な上昇した利益を判定する。

注意：労働ストレスの予防はその評価を持って終わるのではない。そればかり

か、ストレス予防にとって、データの評価とは、それに更に磨きをかけ、ある

いは介入戦略の方向転換によって絶えず継続される過程として見なされる

必要がある。

　BOX９：事例研究

　警察組織での対費用効果を考慮した労働ストレス管理

オランダにおいては労働ストレスのリスク管理は、社会労働省により積極的

に推進されて来ており、異なる省庁間で分断されたような取り組み方は、抑制

されている。その理由の一つは、オランダにおける、労働ストレスに起因した

長期欠席および就業不能による高額の費用負荷が背景にある。これらの費用は

年間40億ユーロ⋯すなわちGDPの約1.5％に当たると推定されている。全体の
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狙いは、足掛け三年間で職場特異的な心理社会的なリスクを約10%減少させる

ことであり、その結果労働ストレスによる長期欠席や就業不能を減少させるこ

とに最終的に繋がるであろう。これらの職場単位の危機管理計画は「安全と健

康に関する盟約」と呼ばれている。その盟約は、雇用者と被雇用者部門ごとの

代表者の間の‘紳士協定’であるーそれは省からの勧告と伴に現在いる人びと

がーその危険への取り組み、取られる歩み寄り方、ないしは手段そして、部門

レベルにおいて系統立てて述べられるべき独自の到達点に対する合意したもの

である。

　

　英文の要約入手先；

　　www.eurofoune.eu.int/ewdo/2005/12/NL0512NU01.htm

警察組織内での心理社会的リスクは10%減少し、またこの４年間以上に渡って

明白に減少しているように思える。これらの方針の取り扱いかたは、その認め

られる効果が異なるのと同様に、部門ごとに異なるけれども、正当性の無い暴

力および乱暴に対処することが、最も効果的な方針であると認められていた。

この盟約への取り組み方は部署ごとに異なるが、組織的および個人的な取り組

み方の両方が含まれる。この盟約の期間において長期欠席は３％以上減少し

た。このことのみでも、すでに４０００万ユーロの利益を結果としてもたらし

た。その計画の開発および改善に費やした費用はわずか３００万ユーロであ

り、利益はそれを遥かに越えている。

この例は発展途上国での例ではないが、同様な心理社会的リスクの側面を持つ

組織内のグループに対しての介入に有効に作用すると思えるし、また、費用的

効果的な介入を通じてリスク管理に成功してきたことは明白である。
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第六章

グローバルに考えて具体的に行動する

労働リスク問題の解決法の多くは、主に大組織や公の職業上の関係に焦点を当

てて、示されているけれども、これらの方法の殆どは小規模から中規模の企業

や会社においても、適用することが出来る。グローバリゼーションの流れは、

小規模から中規模の組織の数を増加させており、これらの組織の多くは大きな

組織の外部調達の為の供給者としての役割を果たしている。その上、発展途上

国においては、相当数の非公式な労働者たちが存在する。しかしながら、国際

的な労働衛生および安全の専門家に対して実際にアプローチし、陳情するには、

大変な困難な状況が存在する。

労働ストレスの管理まで含め、一般的に、健康な職場づくりのガイドラインの

基本原理とは「理解しやすく、個々人が参加できるものであり、公的な権限を

有すものであり、そして多部門、多くの専門分野が積極的に協力し、社会的正

義の通過に務め、かつ適切なもの」でなければならない（WHO,1999）。発展途

上国においては小規模から中規模の組織や非公式の部門に対してだけでなく、

力の弱い労働者にも重点が置かれるべきである。‘ネットワーキング’や‘支

援してくれる地方行政部’が発展途上国での健康な職場のづくりにおける鍵を

握る部分である（WHO-ILO Meeting Report,2000）。ガイドラインの目的は、社
会的に責任がある地方および国際的な企業に対し、その供給者もしくはかれら

が要求する側にまで、労働衛生および安全の問題を、同様に等しく共有するこ

とを促すことである。

国々に対して奨励されていることは以下のとおりである。職場に存在すること

がしばしば知られているその他の健康への危険を減少させると同時に、労働ス

トレスを構造的に減少させるために効果的組織化を図る為の知識といったよう

な、最良の管理の実践法を共有することを容易にし、健康的な職場に関する、

国ぐるみ、地域ぐるみのネットワークを確立すること、そして、意欲に満ちた

労働者と一丸となって、結果として、より健康的な職場をもたらす相互援支援
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を提供することなどである。これらのネットワークには、フィットネスの専門

家や、栄養士と同様に、公的あるいは私的な部門の産業管理長、労働組合の代

表者、政府の役人、保健に関する公共事業の担当部局いったような健康的な職

場づくりを促進するための、様々な進行役を含むことが可能である。下記の図

３には、小規模から中規模の企業に対する支援ネットワークの構造を描写して

いる。

図３　小規模ならびに中規模の企業に対する支援ネットワーク（WHO,1999）

ネットワーグの構築による利益として期待できるものには、以下のようなもの

が含まれる。

・ 情報源、専門家の意見そして、経験の共有;

・ 労働ストレスを減少させるための国や地方の努力への支援

・ 健康的な職場という概念の強化；すなわちストレスを管理し、健康的で

　意欲に満ちた職場にすること。それは「成長」と発展とをもたらすことの

　出来る労働者と一緒に、職場を向上する方向へとモニターを継続するための

　機構である。

小規模企業

労働衛生に関する行政サービス

共同体を基盤とした行政サービス

　　と地方行政組織

産業特異的な

ネットワーク
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第七章

雇用者と別に労働者の代表が共に或は別々に果たすべき

役割

WHOによれば、“あらゆる労働者は健康で安全な職業に対する権利を有し、

かつ労働環境は社会的、経済的に実り豊かなな生活を送ることを可能とするも

ので無ければならない”（WHO,1994）。国の法律には、労働者の健康と安全を
守る手段を取らねばならないという、雇用者の責務が含まれていると思われる。

しかしながら、労働者の健康と安全を守るために、十分な対策を講じることは、

労働者と、企業にとり同様な利益を約束するものであると証明されるだろう。

企業にとり労働者を守る対策を継続し。健康的な労働者を維持することが、生

産性を持続し、投下資本が行われることに繋がり、人的資源の確保が企業にと

り重要な投資の対象であると確実に認識される。生計を立てること、そしてま

た、健康な状態で老年に達することは労働者と代表者にとり、共通の関心のあ

る事項である。これらの関心事項は、企業の関心事項としても、矛盾すること

ではないばかりでなく、称賛されるものである。費用対効果的な部門別介入の

例を下記の BOX１０に記載してある。また、労働ストレスの予防の為の五段階

の概略を述べてあるこの小冊子の中には、この過程における実際的な適用方法

も記載してある。

すなわち、雇用者と労働者の代表者は、労働者の労働ストレスの兆候の段階で

予防することが出来るか、あるいは少なくとも認識することができるというこ

とを認知しておかなければならない。雇用者と労働者は、企業ないしネットワ

ークにおけるその構造的な原因を変化させることにより、労働ストレスを管理

する最善の備えが必要である。企業管理のために、労働者と代表者たちの果た

すべき役割として、労働ストレスが問題となった際、理想的にはその前から、

企業運営に関して警告を発する必要がある。
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BOX１０：予防的行動の成功に向けた要素トップ１０の要素

・ 健康ないし労働問題について知ること

・ 他のあらゆる問題と同様に労働ストレスに対応すること対応すること

・ 問題に即した行動をとること

・ 労働者と共に最善のやり方で、介入への参加すること

・ 組織構造に変化を起させる為の管理行動についての理解すること

・ 段階的処理のアプローチを併用すること

・ 業務と責任の明確な構図そして、計画を適用すること

・ 短期的そしてより長期的な成功の為には異なったタイプの解決法を適用

・ 最初の段階と同様に予防的行動の過程において、組織と労働者の面倒を確

実に見るように行動すること。そしてアフターケア。・・・・

　　　　　　　　　　　　　　　Kompierらによる修正、1998
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第八章

結語

発展途上国における、労働ストレスとは、増大する不可避の懸念事項であり、

労働者の健康、安全、福利厚生、そして、所属する企業の生産性、対費用効果

に対して将来的に負の結果をもたらすであろう。すなわち、グローバリゼーシ

ョンと非健康的な職業の実施や安全性の低い技術の（自国外への）移し替えの

拡大など、今容易に大きな挑戦を受けている。そして、労働力を守ることを目

標として努力している雇用者と労働者の代表者は労働ストレス問題の解決に

直面している。各 BOX の中には、そのような努力に関する成功を収める要因の

概略が示してある。

発展途上国において高血圧と、心血管系の疾患は、公衆衛生予算の重要な比率

を占める主要な慢性疾患の一つである。ストレスの高い職が、高血圧の割合の

うち２１から３２％の要因となっている。このことは、伝統的な危険因子（例

えば肥満や栄養といったことに注意が向けられた、健康づくりの側面を含めた

科学的、生物学的、肉体的なもの）を管理するあらゆる努力に加えて、仕事の

内容を改めることが、この疾患の少なからぬ割合を予防するための、費用対効

果の高い手段となることを意味している。労働衛生および安全の専門家、政策

立案者、雇用者、管理者、労働者および彼らの代表者たちを対象とした継続的

な教育および訓練プログラムは労働状況を改善し、職業関連ストレスを予防す

るために、統合された活動のうちの幾つかを導入するべく、他の組織、および、

地域の部局との間のネットワークの枠組みによる支援を受けながら、伝統的な

リスクの大部分と対等に精神的リスク要因も含めた包括的な枠組みを採用する

べきである。組織と職場はグローバルゼーションの発展に伴い常に変化しつづ

けるため、労働ストレスの原因もまた、変化することだろう。そして更には、

他の健康に対するリスクと一緒に労働ストレスの原因に関して組織と職場を、
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継続的にかつ首尾一貫した形で、モニターしていく必要がある。調査およびそ

の他の情報収集活動は、本小冊子の提案の様に、この課題を解決するために欠

くことの出来ないことである。発展途上国においては、とりわけ考慮すべき問

題として、仕事の性質および日常の生活を特徴づけている前後関係を含めた状

況そのものを明らかにする必要がある。

雇用者と、労働者、労働者の代表者、地域部局が労働ストレスを最も少なくす

るために、各々の出来るすべてを尽くし、「労働生活の質」の改善を目指して

ともに働く事が出来たら、健康的で生産的な労働力を確実にするばかりでなく、

企業にとって、そして、総じては国家に取って、適切な経済的利益を持続させ

ることが出来るであろう。雇用者及び労働者の代表者にとり、国家と地域の実

地調査を通じて調査とデータの収集を促進する事は重要である。このことは、

労働ストレスに関して、職業上実際どのくらいリスクに暴露されているかにの

データを提供することだろう。そして、このことは費用と便益に関する研究に

寄与し、企業または国家のレベルからも支援活動として還元される可能性もあ

るものである。

発展途上国における職業上の精神社会的問題、特に、労働ストレス

に関して、更なる情報を得、かつ、これらの現象の改善のための提

案や進言を与えるためにも、当時国からの参加と研究を受け入れた

いと WHO は切望している。

連絡は、ochmail@who.int　Evelyn Kortum まで宜しくお願い

致します。
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第九章

更なる情報

本小冊子が労働ストレスについての認識を向上させる手助けとなるであろう事

を約束する。下記アドレスおよび／ないしウェブサイトから本件に関する更な

る情報を入手できる：

世界保健機関（WHO）      　 米国労働安全衛生研究所
Interventions for Healthy Environements   (NIOSH)
Department of Public Health and         4676 Columbia Parkway
Environment                       Cincinnati,OH 45226-1998

Avenue Appia 20                    Tel: +-0800-533-687-6847  
CH-1211 Geneva                    Website: www.cdc.gov/niosh/homepage.html
SwitzerlandTel: +41 22 791      

Ochmail@who.int                   欧州生活労働条件改善財団                          
Website: www.who.imt/occupational_health (EFILWC)
　　　　　　　                 　　 Wyattville,Road,Loughlinstown,Co Dublin

国際労働機関（ILO）            Ireland
4,route des Morillons                  Tel: +353 1 2043100
CH-1211 Geneva 22                  　Fax: +353 1 2826456/2824209

Switzerland Tel:+44 22 799 61 11         Website:
Website:www.ilo.org                   www.eurofound ie/thems/health/index.html

安全衛生庁（HSE）            欧州安全衛生機構
Room 518,Daniel House,Trinity Road      Gran Via 33
Bootle,Merseyside L207HE              E-48009 Bilbao,Spain

United Kigdom                        Tel:+34 944-794-360
Tel.+151 951 3864:                     Fax:+34 944-794-383
Website:hse.gov.uk                     Website:agency .osha.eu.int                    
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